
 

 

令和８年度千葉県立千葉聾学校「学校いじめ防止基本方針」 

 

 

 

１ いじめ防止のための基本理念 

（１）基本理念 

   いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせる恐れ

がある。したがって、本校では、すべての幼児児童生徒（以下、児童生徒等）がいじめを行わず、

他の児童生徒等に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないように、いじめ

が心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童生徒等の理解を深めることを旨として、い

じめの防止のための対策を行う。 

（２）いじめの定義 

   児童生徒等に対して、当該児童生徒等が在籍する学校に在籍している等、当該児童生徒等と一定

の人間関係にある他の児童生徒等が行う心理的または物理的な影響を与える行為（インターネット

を通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった児童生徒等が心身の苦痛を感じ

ているものをいう。 

（３）いじめの禁止 

   児童生徒等及び教職員は、いじめの行為を行ってはならない。 

（４）学校及び教職員の責務 

   いじめが行われず、全ての児童生徒等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう

に、いじめ防止対策推進法と学校いじめ防止基本方針を遵守し、保護者や関係機関との連携を図り

ながら、学校全体でいじめの防止と早期発見に取り組む。そして、いじめが疑われる場合は、適切

かつ迅速にこれに対処し、さらにその再発防止に努める。尚、情報を公開する際には、隠蔽や虚偽

の説明を行ってはならない。 

 

２ 学校いじめ対策組織 

  本校における学校いじめ対策組織を以下に定める。尚、校長が必要と認めた場合は、各組織に臨時

的に委員を追加招集することができるものとする。 

（１）校内の組織 

  ①いじめ対策委員会 

  （構成員）校長、副校長、教頭、主幹教諭、教務主任、副教務主任、各部主事、寮務主任、 

寄宿舎主任、生徒指導主事、特別支援教育コーディネーター、養護教諭 

  （役 割）いじめ対策に関する基本方針の検討、状況把握、評価をする。また、重大事案が発生し

た場合に対応する。 

  ②児童生徒支援部会 

  （構成員）生徒指導主事、各部児童生徒支援担当（特別支援教育コーディネーターを含む） 

（役 割）いじめ対策に関する年間計画作成、実施、評価をする。月１回程度開催する。 



 

（２）校外の委員を含めた組織 

  ①学校運営協議会 

  （構成員）学校運営協議会実施計画による。 

  （役 割）いじめ対策に関する年間計画、実施状況、課題等について、学校からの報告を受け、協

議し助言する。 

（３）組織図 

 

 

３ いじめ防止のための対策 

（１）学校におけるいじめの防止の取組 

  ①学校経営の重点目標のひとつにいじめの防止を揚げ、学校全体で組織的に取り組む。 

  ②いじめ防止の重要性に関する理解を深めるための啓発活動として、全校集会や学部集会、全体保

護者会等を通じて、「いじめを許さない」ことを児童生徒等や保護者に伝える。 

③学校全体で暴力や暴言を排除するとともに、教職員の不適切な言動でいじめを助長・誘発・黙認

することがないよう細心の注意を払う。 

  ④教職員は、「楽しい・わかる・できる授業」をとおして、児童生徒等の自己肯定感を高める工夫を

し、いじめ防止に努める。 

⑤感染症にかかる差別や偏見を防止し、児童生徒等の豊かな情操と道徳心を培うために、全ての教

育活動を通じた道徳教育の充実を図る。 

⑥インターネットやＳＮＳを通じて行われるいじめを防止し、効果的に対処できるよう、児童生徒

等、保護者、職員向けにスマホ安全教室や情報モラルに関する指導を行う。 

⑦学校は、ＰＴＡや自治体その他関係機関との連携を図りつつ、いじめの防止に資する支援を行う。 

⑧部活動等においても、過度の競争意識によるストレス等でいじめを誘発することがないように努め

る。 

⑨児童生徒会は、あいさつ運動や意見箱の設置等の活動をとおして、お互いの人権を尊重し合える

環境づくりに努め、いじめのない学校生活を目指す。 
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４ いじめ早期発見のための取組 

  日頃から児童生徒等の言動を注意深く見守り、声掛けを行うなど、教職員全体で相談しやすい雰囲

気づくりに努めるとともに、気になることがあれば関係職員と情報共有を図る。 

（１）いじめ調査 

  ①いじめを早期に発見するため、在籍する児童生徒に対し定期的な調査を次のとおり実施する。 

ア 教育相談等を通じた学級担任による児童生徒からの聞き取り調査 年３回、随時 

イ 児童生徒対象いじめアンケート調査 年３回（教育相談と併せて） 

  ②①は、児童生徒支援部が計画、実施、報告する。 

（２）いじめ相談体制 

   児童生徒等及び保護者が、いじめに係る相談を行うことができるよう次のとおり相談体制を整備

する。 

①いじめ相談窓口の設置 

   学級担任、セクハラ相談員等が相談を受け、生徒指導主事に報告する。生徒指導主事は、管理職

に報告する。 

②相談ポストの設置 

   児童生徒支援担当者が校内２カ所に設置、管理する。相談案件がある場合、速やかに担当職員を

とおして管理職に報告する。 

 

【いじめ相談の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③外部の相談機関や電話相談の情報を本人や保護者に周知する。 

子どもと親のサポートセンター 

TEL ０１２０－４１５－４４６ 

FAX ０４３－２０７－６０４１ 

MAIL saposoudan@chiba-c.ed.jp 

２４時間子供ＳＯＳダイヤル TEL ０１２０－０－７８３１０ 

子どもの人権１１０番 
TEL ０１２０－００７－１１０ 

MAIL ホームページから 

千葉いのちの電話 
TEL ０４３－２２７－３９００ 

その他 インターネット相談 

チャイルドライン 
TEL ０１２０－９９－７７７７ 

その他 チャット相談 

学級担任 

お悩み相談員等 

児童生徒支援部会 

児童生徒等 

保護者 

いじめ対策委員会 

相談ポスト 

mailto:saposoudan@chiba-c.ed.jp


 

（３）いじめ防止のための資質の向上 

   いじめ防止のための対策に関する研修を年間計画に位置づけて実施し、いじめの防止に関する教

職員の資質向上を図る。児童生徒支援部がこの研修を計画し、実施する。 

 

５ いじめを認知した場合の対応 

（１）基本的な考え方 

①被害者のケアを最優先とするが、被害者、加害者ともに正常な学校生活を送ることができるよう、

改善することを基本とする。 

②いじめは被害者にも問題があるという考えに陥らないよう、十分な注意を払う。 

③いじめの被害者やその保護者を第一に考え、被害者や情報提供者を徹底して守り抜くことを伝える。  

④いじめへの対応は、基本的には「いじめ対策委員会」を中心とした組織であたる。 

⑤関係機関との連携を密にする。 

⑥いじめが犯罪行為に相当し得ると認められる場合には、警察への相談・通報を行う。 

⑦いじめを受けた児童生徒等が、安心して教育を受ける必要があると認められたときは、保護者と

連携を図りながら、一定期間、別室において学習を行う等の措置も考える。 

（２）いじめに対する対応の流れ 

  ①いじめの発見 

   ア いじめ現場の発見者は、安全確保・

けが人対応等の必要な児童生徒指

導を行い、すみやかに担任または寄

宿舎担当、あるいは該当学部児童生

徒支援担当に伝える。 

 

イ 担任あるいは寄宿舎担当学部主事、

児童生徒支援主事と情報共有後、い

じめ対策委員会にて指導方針と役

割分担を決定する。 

  ②事実関係の確認等 

   ア 被害者から担任または生徒指導主事等が、直接いじめの有無及び詳細について聞く。 

   イ 周りからの情報を得る。 

   ウ 加害者から事実について事情を聴取する。 

   エ 事実について被害者及び保護者に伝える。 

   オ 確認した事実を被害者保護者と加害者保護者に伝え、今後の指導についても話す。 

  ③被害者のケア 

   ア 必要に応じて別室登校の策を講じる。 

   イ 保護者との連携を密にする。 

 

 

 

 



 

（３）ネットいじめへの対応 

  ①学級活動等でインターネットやＳＮＳのルールやモラルについて指導をする。 

  ②関係機関と連携し、ネットパトロールの結果に注意を払う。 

  ③名誉毀損やプライバシーの侵害があった場合は、プロバイダに削除を求める。 

  ④情報の削除が困難な場合やトラブルが複雑な場合は、関係機関に援助を求める。 

  ⑤フィルタリング等、保護者への啓発活動を行い、協力を仰ぐ。 

  ⑥外部機関と連携し、出前授業を行う。 

（４）いじめが解消している状態 

  ①いじめに関する行為が止んでいる状態が継続（３ヶ月以上）していること。ただし、被害者が心

身の苦痛を感じていないこととする。 

 

６ 重大事態が発生した場合 

（１）重大事態の基準 

①生命・心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認める時 

ア 自殺を企図した場合 

イ 心身に重大な障害を負った場合 

ウ 金品に重大な被害を被った場合 

エ 精神性の疾患を発症した場合 

②いじめにより、児童生徒等が相当の期間欠席することを余儀なくされた場合（３０日を目安） 

ア 児童生徒等や保護者から同様の内容での訴えがあった場合は、重大事態とする。 

（２）重大事態の報告（いじめ防止対策推進法 第３０条） 

①重大事態が発生した場合は、速やかに教育委員会に報告する。 

（３）重大事態への対応  ※重大事態の発生については、特に詳細な記録を残す。 

①いじめ対策委員会を緊急に招集し、事案についての概要の把握と今後の計画を立てる。 

②調査に関しての専門的な知識や経験を有する第三者の意見を求められるよう、場合によっては関

係機関と連携を図る。犯罪行為に相当し得ると認められる場合には、警察への相談・通報を行う。 

③調査にあたっては、いじめを受けた児童生徒等及び保護者に調査の目的や内容、結果の公表の仕

方について十分に理解を得る。 

④被害者の安全と学校生活の安定を最優先に考え、学習や生活の場所、スクールカウンセラー等の

相談体制、学校全体でも見守り体制、登下校での見守り体制等、最善の支援体制をとる。 

⑤報道や事実に関する話題の拡散により、加害者の人権が侵害されることも考え、関係機関や保護

者との連携を密にする。 

 

７ 学校いじめ防止基本方針の公表、点検、評価について 

（１）学校いじめ防止基本方針は、ホームページで公開する。 

（２）いじめ防止等に関する取り組みについて、保護者・児童生徒等・教職員による評価を実施する。 

（３）学校運営協議会でいじめについて、必ず状況を報告し、助言を受けるようにする。 

（４）学校いじめ防止基本方針は、毎年度見直し、その改定はいじめ対策委員会と職員会議を経て、決

定する。 

令和８年  ４月 １０日 


